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をなしている。 G く GF ，すなわち，資本の拡大再生産，価値の増大，その現象形態としての
利潤の増大は，資本存在の必須条件をなしている。
もしそれが G G' で量的に同一で、あるならば，資本投下の意義はない。資本は，単純再








個別資本にとって G< G' は，その再生産上の必須条件，不可欠の前提条件をなしている。
企業は， G く G' の条件のもとでのみ拡大再生産，成長，発展が可能となる。それは企業成長
の基本条件である。その拡大再生産のテンポが急速であり，資本の絶対額の増大，すなわち，
資本の蓄積と集中がより大であるならば，企業の高度成長が可能となり実現される。その高度
成長の基礎には，個別資本の拡大再生産を可能にする利潤 (g ，プラス α 〕の増大がある。そ
こに，利潤原理が，資本主義企業経営の基本原理となる所以がある。
この利潤の増大の基礎には，価値の増大がある。 surplus value の増大が利潤の増大を可能
にする。 Mehrwert の増大，それは剰余労働 (Mehrarbeit) によってもたらされる。剰余労






beutung の性質をもっ。 Ausbeutung を単に搾取と字義通りに理解するとそれは一面的とな
る。というのは，搾り取られない形態においても，不払労働の私的占有はありうるからである。
Taylor の科学的管理 (scientific management) における高賃金低労務費 (high wages and 
low labor cost) の原理(賃金の 30'"'-'100%増，労務費は 2 分の 1 に低下)，また Ford の高賃































G-W 一一一 G' (G+g) 
現実の商業企業において，労働者は雇用され，商業用の土地，建物，設備，器具ならびに販
売用商品が購入される。したがって， G は二つに分れる。 A と Hm である。ここで Hm は商
業用手段 (Handelsmitteわである。それは販売用手段 (Hm1) と販売用対象 (Hm2) とに分れ
る。したがって，前式のは，つぎのように具体化される。
G 一一一 W く A u 
Hm く..L.1. m l
Hm2 一一一 H - G'(G十g)





G G' (G+g) 
この運動形態は，銀行企業の個別資本の運動を示すのにはあまりに単純であり抽象的で、ある。
その具体化が必要で、ある。銀行経営においても，労働者は雇用され，土地，建物，設備等の固
定資本，不動産などに資本は投下される。 したがって G は A と B怖とに分れる。 ここで
Bm は，銀行経営の手段 (Mittel des Bankbetriebs oder des Bankgeschäftめである。そ
れは， Bm1(銀行経営の土地，建物，設備など〉と Bm2 (銀行の営業資金 Bankkapital) とに
分れる。それらを利用して B (預金の受領，貸付などの銀行業務〉が行なわれる。銀行経営に
おける個別資本の運動形態は，つぎのごとくである。
G-W く A "R 
Bm く ......ml
Bm2 一一 B 一一一 G' (G+g) 
経済学における銀行資本の運動形態，抽象的で単純な運動形態である G 一一 G' の形態は，
信託資本，証券資本，保険資本の運動形態でもある。しかし信託企業，証券企業，保険企業に
おいても，労働者は雇用され，それぞれの業務を遂行するのに必要な土地，建物，設備，器具






























それは， G く G' の条件である。 g ，プラス α の増大は欠くことのできない条件である。その
拡大化の場合に，個別資本の満足度は最大になる。現実には， g を最大にするには，費用を最




































て。前者においては， g (プラスα〉を maxlmum にする形で，後者においては，制限された
形で。
グーテンベルクは，前者を利潤極大原理 (das gewinnmaximale Prinzip)，後者を制限さ
れた利潤原理 (das Prinzip der Gewinnbeschränkung, das Prinzip begrenzender Ge-
winnerzielung, das Prinzip der Gewinnbegrenzung) にしたがうものとしている。
( 1) Erich Gutenberg, Grundlagen der Betriebswirtschaftslehre. Erster Band. Die Produkｭ
tion. 19. Auflage, 1972, S. 484, 485. なお、制限された利潤追求 (die begrenzte Gewinnｭ
erzielung) が経営経済学の選択原理 (Auswahlprinzip) になるか否かについては、 Günter Wöhe , 







営利原則，営利経済原理 (das erwerbswirtschaft1iche Prinzip) , あるいは収益性 (Renta­
bilität) の原理と称されるものである。
利潤原理は，剰余価値の法則 (die Gesetze des Mehrwerts) によって規定される。この
法則は，価値増殖の法則 (das Gesetz der Verwertung) , surplus value 増大の法則であ
る。それは，二つの法則より構成される。その一つは，絶対的剰余価値生産の法則 (das Geｭ
setz der Produktion des absoluten Mehrwerts) であり，他の一つは，相対的剰余価値生
産の法則 (das Gesetz der Prodktion des relativen Mehrwerts) である。前者は，労働
時間の絶対的延長と労働密度の濃化，労働強度の増大，労働強化を内容とし，後者は，労働力
の価値の低下，賃金の労働力の価値以下への低下を必然的なものにする。
資本主義企業経営における労働時間の過度の延長，肉体消磨的な労働時間 1 日 12， 15, 18 
時間にも達するような長時間労働，二交替制のもとにおける 36 時間労働，週 60 時聞を優にこ
える労働時間，月 200 時間以上 1 日の残業時聞が 4'""-'5 時間あるいは，それ以上の労働時間，
残業手当が支払われないサービス残業，年間 3， 000 時間以上の，時には 4， 000 時間にも達する
労働時間，年休僅かに 3'""-'4 日の若年管理者層の労働，過労死の現象， 20歳代， 30歳代の若年
層におけるまた40歳代， 50歳台の壮年層における突然死などは，絶対的剰余価値生産の法則の
作用形態である。それは，利潤の法則の作用であり，その最大化の犠牲である。
また Taylor の科学的管理における，一流労働者でさえも遂行困難な水準における旬sk の
決定，平均労働者の 3'""-'4 倍の水準の標準作業量， 1903 年の Shop Management における




(2) E. Gutenberg, Grundlagen der Betriebswirtschaftslehre. Bd. 1., Die Produktion. 19. 
Aufl., 1972, S. 464 f. 
(3) G. Wöhe, Einf?rung in die Betriebswirtschaftslehre. 17. Aufl., 1990, S. 48 妊.
(4) 過労死については， ) 11 人博「過労死社会と日本J 1992年を参照せよ。 r恐怖の病院宿直業務」のー
例， r運が悪い時，連続36時間労働J ， r残業があれば，確実に40時間は連続する勤務になり大変で
す。 J (神戸大学教職員組合「組合ニュース J 1993年10月 10 日， No.l4, 4 ページ〉。これは氷山の一角
にしかすぎい。
(5) r課程は一流の工員でなければできないくらいに難しいものにする。 J (F. W. Taylor, Shop 
Management. 1903, p. 64. テーラー，上野陽一訳「科学的管理法J 90ページ。「私は多くの場合一流

















一家の家族の生命の再生産， 労働力の再生産を可能にするだけの賃金であった。 月給で 65 円。













(1) 利潤極大原理 (das gewinnmaximale Prinzip) 
(2) 適正利潤獲得の原理 (das Prinzip angemessener <irgendwie begrenzender> 
Gewinnerziel ung) 
(3) 費用補填のみを志向する利潤一価格制限の原理 (ein lediglich an Kostendeckung 
( 6) E. Gutenberg, Grundlagen der Betriebswirtschaftslehre. Bd. 1 , Die Produktion. 19. 
Aufl., S. 355, 359, 362, 485. 
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orientiertes Prinzip der Gewinn-uud Preisbegrenzung) 
(2) は適正原理と同じになる(一致する〉利潤制限原理 (ein dem Angemessenheitsprinｭ
zip gleichkommendes Prinzip der Gewinnbegrenzung) とも称される。それは利潤制限




















(1) 総資本収益性 (Gesamtkapitalrentabilit舩) 
(7) 北川宗蔵「収益性J，平井泰太郎編「経営学辞典J 1952年， 125ページ。
(8) 利潤率と剰余価値率との関係については， K. Marx, Das Kapital. Bd. II1, 1953. S. 69~89. マ
ルクス「資本論」第 3 部，第 1 編，第 3 章「利潤率の剰余価値率に対する関係」を参照せよ。
(9) r......今日の企業は，企業家あるいは企業家のノミッグになっているー圏の資本家がこれを支配して
いる。したがって企業の収益性が企業家の収益性によって多くの場合導かれている……J (古林喜楽
「経営学における経済性概念についてJ ， r ドイツ経営経済学J 1980年， 44~45ページ)
(10) 北川宗蔵「収益性J，平井泰太郎編「経営学辞典J 1952年， 125~127ページ， r…・・・収益性の大なる
ことは経済性の大なることのあらわれであるということができょう。J (127ページ〕。 円、わゆる経済
性なるものが多分に収益性の実質をもっている…… J (古林喜楽「ドイツ経営経済学J 1980年， 44ペ
ージ) r収益性はつねに経済性の結果であるが，しかしその原因ではない。 J (Wolfgang Korndörfer, 
Allgemeine Betriebswirtschaftslehre. 10. Aufl., 1992, S. 52. 




(3) 売上高収益性 (Umsatzrentabi1it舩) 
この分類は， ドイツでは一般的最認をえているものであるが， Hopfenbeck においては，
経営の収益性 (die Betriebsren句bi1ität) が区別される。それは経営の投資の収益能力の判




利潤十他人資本利子 x 100 総資本
この場合，総資本は，自己資本プラス他人資本である。
(2) 自己資本収益性は















(12) Waldemar Hopfenbeck, Allgemeine Betriebswirtschafts-und Managementlehre. I. AufI., 
1990. S. 87. 
(13) Lehmann においては，生産経済的収益性 (Produktionswirtschaftliche Rent abilität) と財務
経済的収益性 (finanzwirtschaftliche Rentabilität) とが区別される。前者は生産資本に対する生
産成果の比であり，後者は，自己資本に対する財務成果の比である。 (M. R. Lehmann , Allgemeine 































社会主義工業企業の収益性では，生産の収益性 (peHTa6e~bHOCTb rrpOH3BO瓜TBa) と生産物
(14) 海道進「社会主義企業概論J (下巻) 1984年， 563~566ページ。
(15) E. K. CMHpHHIJ;KHH, 3KOHOMH':IeCKHe rrOKa3aTeJIH rrpOMbIIIIJIeHHocTH. 1974, C. 337. 
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の収益性 (peHTa6eJIbHOCTb rrp叫yKl.J;lm) とが区別さお。前者は，利潤と全生産フォンドの
利用効率との関連を示し，後者は，利潤と企業の支出との関連を表現する。
生産の収益性は，さらに総収益性 (06山加 peHTa6eJIbHOCTb) と計算収益性 (paCqeTHaH peHTa・
6eλbHOCTb) とに区分される。前者は，平均基本生産フォンド額と標準流動資金額(銀行信用




なお社会主義企業の収益性には，生産の条件付収益性 (YCJIOBHa冗 peHTa6eJIbHOCTb rrpOH3BO~­
CTBa) がある。それは，収益の小さい計画的赤字企業 (MaJIO peHTa6eJIbHbIe H rrJIaHoBoy6bIｭ






(16) 3KoHoMHKa, opraHH3aUH兄 H IIJIaHHpOBaHHe rrpOMbIIIIJIeHHOrO rrpOH3BO)(CTBa. 日0)( 06田. pe)(. 
H. A. JIHcHUbIHa, 2-e H3瓦.， rrepepa6. H )(orr. , 1990, c. 390~393. 
(17) E. K. CMHpHHUKH首， YKa3aHHa冗 pa60Ta， c. 339. 
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